










沖縄には、2 万 5843 人の米軍の兵力と、面積にして 1 万 8709.9ha の米
軍基地が存在しており、これらは在日米軍の兵力数・専用施設面積のそれ
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不満が高まった。対日講和会議開催が近づく 1951 年 4 月から 8 月には、
日本への復帰署名運動が展開され、有権者の 7 割の署名が集まった。しか






1952 年 4 月 28 日、サンフランシスコ講和条約が発効し、沖縄は日本か
ら切り離されることになるが、沖縄の政治指導者たちは、不満を示しつつ
11　ここまでの経緯については、平良好利『戦後沖縄と米軍基地―「受容」と「拒絶」のはざ
まで 1945 － 1972 年』法政大学出版局、2012 年；鳥山淳『沖縄 / 基地社会の起源と相克








機関である琉球立法院は、4 月 29 日、「米国の国際平和政策に対しては日
本は之を支持し之に協力して居り琉球も亦同様」であるので、「日本国民
として米国に協力することが望ましい」と日本復帰を求める決議を採択し
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策である。1953 年 4 月、米国民政府は「土地収用令」を発表し、基地建
設のために民間人の土地を強制的に接収できるようにした。これによっ
て「銃剣とブルドーザー」と呼ばれる暴力的な土地接収が沖縄各地で行な






事委員会の調査団が沖縄を訪問し、1956 年 6 月に報告書を発表した。と
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1971 年 6 月、沖縄返還協定が調印される。7 月にニクソン大統領の訪中
計画が発表された。屋良は沖縄の基地問題への影響に注目し、「安保条約
の価値もこれによってより価値が薄くなってくるのではないか」と述べて
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とは期待できない」と考えたのである 51。9 月には、12 歳の少女が三人の
米兵よって暴行されるという事件が起こり、沖縄県内では反発が高まった。
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中に関する外交史研究－三つの局面の分析」（研究課題番号 18K12737）の
研究成果である。
